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(注)24年3月期の配当に関しましては、現時点での業績予想が困難であることから未定とさせていただきます。今後予想

が可能となりました時点で速やかに公表いたします。 

  

平成23年3月11日に発生した東日本大震災の影響により、本決算短信発表時点では合理的な算定が困難で

あることから未定とさせていただきます。当該理由等は添付資料3ページ「経営成績に関する分析（次期の

見通し）」に記載しております。 
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1．平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
（1）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 58,756 △1.1 693 ─ 1,097 ─ 567 ─

22年3月期 59,387 △8.6 △257 ─ 57 △91.8 △1,101 ─

(注) 包括利益 23年3月期 637百万円(─％) 22年3月期 △978百万円(─％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 6 .61 ─ 1.6 1.8 1.2

22年3月期 △12 .84 ─ △3.0 0.1 △0.4

(参考) 持分法投資損益 23年3月期 ─百万円 22年3月期 ─百万円

（2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 61,625 36,927 59.9 430 .64

22年3月期 62,778 36,304 57.8 422 .95

(参考) 自己資本 23年3月期 36,890百万円 22年3月期 36,272百万円

（3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 3,761 △3,319 △6 8,349

22年3月期 2,422 △3,312 △185 7,914

2．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ─ 0 .00 ─ 0 .00 0 .00 ─ ─ ─

23年3月期 ─ 0 .00 ─ 2 .00 2 .00 171 30.2 0.5

24年3月期(予想) ─ ─ ─ ─ ─ ─

3．平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日）
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（2）個別財政状態 

 

 
  

平成23年3月11日に発生した東日本大震災の影響により、本決算短信発表時点では合理的な算定が困難で

あることから未定とさせていただきます。当該理由等は添付資料3ページ「経営成績に関する分析（次期の

見通し）」に記載しております。 

  

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、

金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

  

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま

す。 

4．その他
（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

  新規 －社 (            )、除外 －社 (            )

（2）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

（3）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年3月期 86,267,808株 22年3月期 86,267,808株

② 期末自己株式数 23年3月期 603,548株 22年3月期 505,842株

③ 期中平均株式数 23年3月期 85,742,355株 22年3月期 85,778,549株

(参考) 個別業績の概要
1．平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
（1）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 56,610 △1.7 267 ─ 805 ─ 487 ─

22年3月期 57,591 △8.8 △469 ─ 33 △92.1 △875 ─

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

23年3月期 5 .69 ─

22年3月期 △10 .21 ─

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 61,007 36,217 59.4 422 .78

22年3月期 62,384 35,678 57.2 416 .02

(参考) 自己資本 23年3月期 36,217百万円 22年3月期 35,678百万円

2．平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日）

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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(当期の経営成績) 

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出関連企業を中心に一部に回復の兆しが見え始めました。

しかし、3月11日に発生した東日本大震災により、日本経済全体のサプライチェーンが混乱し、産業界

全体が事業活動の縮小を余儀なくされ、市場は極めて不透明な状況となりました。 

印刷業界におきましても、出版印刷市場のマイナス成長に歯止めがかからず、また、商業印刷市場で

はメディアの多様化に伴い印刷需要が伸び悩むなど厳しい経営環境が続きました。 

このような環境のもとで当社グループは、「ワンストップソリューション体制を実現し、価値創造企

業へ転換する」との経営方針のもと、市場環境変化に対応した事業展開を図ることで、お客様満足度の

向上と収益力強化に努めてまいりました。 

営業・企画部門におきましては、お客様の課題解決を支援するさまざまなソリューションを展開しま

した。とくに成長著しいデジタルメディアの分野では、タブレット端末を使った業務ソリューションシ

ステム「Ａｐｌｉａ（アプリア)」を開発し、お客様のマルチメディアプレゼンテーション展開を可能

としました。また、電子書籍販促キャンペーンサイト「ブックーポン」を立ち上げ、紙の書籍と合わせ

たお客様の販売チャネル拡大に貢献し、出版印刷部門の領域拡大に努めました。 

技術・生産部門におきましては、「心をこめた作品づくり」を共通認識とし、総合品質保証体制を強

化するとともに、構造改革の推進や人員の再配置を進めることで一層の原価低減を図ってまいりまし

た。 

以上のように、経営全般にわたる諸施策を実施いたしました結果、当連結会計年度における売上高は

587億５千６百万円（前期比1.1％減）、営業利益は６億９千３百万円（前年同期は営業損失２億５千７

百万円）、経常利益は10億９千７百万円（前期比1,814.0％増）、当期純利益は５億６千７百万円（前

年同期は当期純損失11億１百万円）となりました。 

  

セグメント別の売上概況は、次のとおりであります。 

(印刷事業) 

 印刷事業セグメントは、出版印刷部門と商業印刷部門から構成されております。 

出版印刷部門では、出版市場の長期低迷により、書籍、雑誌などが減少した結果、当部門の売上高は

401億３千３百万円(前期比2.3％減)となりました。 

商業印刷部門では、企業の広告宣伝費の削減を受け、カタログ、パンフレット、ＰＯＰなどが減少した

結果、当部門の売上高は157億５千８百万円(前期比1.9％減)となりました。 

(出版事業) 

出版部門では、教科書改訂に伴う教師用指導書の販売が増加した結果、当部門の売上高は28億６千３百

万円(前期比26.5％増)となりました。 

  

1．経営成績

（1）経営成績に関する分析
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生産、受注及び販売の状況 

 
(注) 生産高は販売価額（消費税等抜き）をもって表示しております。 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。  

２ 相手先別販売実績については、総販売実績に対する割合が10％以上の販売先はないため、記載を省略してお

ります。 

  

(次期の見通し) 

平成23年3月11日に発生した東日本大震災による直接的な損害はありませんでしたが、材料の供給量

不足、電力使用制限による操業度の低下、出版物の発刊中止や延期、得意先企業の広告宣伝費の縮小な

ど相当のマイナス要因が想定されます。それらが当社業績へ与える影響に関しまして、現段階におきま

しては合理的な算定が困難であることから業績予想は未定とさせていただきます。 

今後予想が可能となりました時点で速やかに公表いたします。 

  

1．生産実績

区  分 金 額(百万円) 前期比(％)

印刷事業 55,682 ―

出版事業 2,853 ―

合計 58,536 ―

2．受注実績

区  分 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

印刷事業 56,058 ― 2,070 ―

出版事業 2,863 ― ― ―

合計 58,922 ― 2,070 ―

3．販売実績

区  分 金 額(百万円) 前期比(％)

印刷事業 55,892 ―

出版事業 2,863 ―

合計 58,756 ―

図書印刷㈱（7913）　平成23年3月期決算短信

－3－



  

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ11億５千２百万円減少し、616億２千５百

万円となりました。これは主に現金及び預金の減少11億６千６百万円、受取手形及び売掛金の増加４億

６千６百万円、有価証券の増加18億５千６百万円、有形固定資産の減少21億円によるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ17億７千５百万円減少し、246億９千８百万円となりました。

これは主に未払金の減少17億６千６百万円、支払手形及び買掛金の増加４億１千９百万円、未払消費税

等の増加３億１千１百万円によるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ６億２千２百万円増加し、369億２千７百万円となりまし

た。これは主に利益剰余金の増加によるものであります。 

  

(キャッシュ・フローの状況) 

当連結会計年度末における「現金及び現金同等物」は、前連結会計年度末に比べ４億３千５百万円増

加し、83億４千９百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ13億３千８百万円増加し、37億６千１百万円

となりました。主なものは税金等調整前当期純利益７億９千７百万円に加え、減価償却費の計上24億１

千７百万円、売上債権の増加２億８千６百万円及び仕入債務の増加４億１千９百万円によるものであり

ます。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ６百万円増加し、33億１千９百万円となりま

した。これは主に有形固定資産の取得31億１千５百万円によるものであります。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ１億７千９百万円減少し、６百万円となりま

した。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用 

  しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債 

  を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用 

  しております。 

  

（2）財政状態に関する分析

平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率(％) 51.5 57.5 58.1 57.8 59.9

時価ベースの自己資本比率(％) 41.3 27.4 35.8 24.5 17.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

0.8 0.9 1.2 1.4 0.9

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

149.8 81.6 60.3 66.4 123.8
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株主の皆様へ安定した配当を継続することを最重要政策の一つとして位置づけるとともに、企業体質

強化のための内部留保にも配慮しながら総合的に決定することを基本方針としております。 

内部留保資金は、財務体質強化並びに機動的な資本政策遂行の為に充当してまいります。 

なお、当連結会計年度末の配当金は、期末配当金を１株当たり２円とさせていただきます。 

また、次期の配当につきましては、現時点での業績予想が困難であることから未定とさせていただき

ます。今後予想が可能となりました時点で速やかに公表いたします。 

  

当社グループの売上高は約７割を書籍、雑誌等の出版印刷物に依存しておりますが、出版市場は少子

化や携帯端末の普及による書籍離れ等により、回復の兆しが見えない状況が続いております。当社グル

ープにおきましてもデジタルコンテンツの受注拡大、書籍印刷の小ロット・短納期化への対応を促進し

ておりますが、今後の出版市場の動向に的確な対応ができない場合、当社グループの業績に悪影響が生

じる可能性があります。 

商業印刷市場は、広告の主体がインターネット系に移行し、雑誌やチラシなどの紙媒体が減少してお

ります。当社グループは、カタログ・パンフレット・ＰＯＰ等の商業印刷物の強化に努めております

が、急速なインターネットへの広告媒体の移行により紙媒体の需要が大幅な減少となった場合、当社グ

ループの業績に悪影響が生じる可能性があります。 

当社グループの主要材料である用紙やインキの価格は、市況により変動します。購入先の見直しや代

替品の検討、販売価格への転嫁等により価格変動に対応しておりますが、今後、主要材料の仕入価格が

著しく上昇し、販売価格に転嫁できない場合、当社グループの業績に悪影響が生じる可能性がありま

す。 

当社グループは、ネットワークやサーバーの障害、人的ミスによる情報の紛失・漏えい等を防止する

ため、「情報セキュリティ管理規程」に則り情報セキュリティ管理体制の整備に努めております。しか

し、万が一障害事故や漏えい事故が発生した場合、社会的な信用失墜や事後対応のためのコスト増加な

ど、当社グループの業績に悪影響が生じる可能性があります。 

当社グループは、個人情報の管理にあたり「プライバシーマーク」の認証を取得し、安全かつ正確な

管理体制の強化に努めておりますが、万が一個人情報が流出した場合、社会的な信用失墜や事後対応の

ためのコスト増加など、当社グループの業績に悪影響が生じる可能性があります。 

当社グループでは、地震、風水害、その他の事故・災害による被害を最小限に抑えるため、建物や主

要設備に、防火、免震・耐震対策等を実施するとともに、生産拠点の分散化を図っておりますが、巨大

地震など想定を超える災害が発生した場合、当社グループの業績に悪影響が生じる可能性があります。

  

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（4）事業等のリスク

 ①出版印刷市場の動向

 ②商業印刷市場の動向

 ③原材料費の変動

 ④情報システムとセキュリティ

 ⑤個人情報管理

 ⑥災害リスク

図書印刷㈱（7913）　平成23年3月期決算短信

－5－



当社グループは、図書印刷株式会社（当社）及び関係会社４社（子会社３社、親会社１社）で構成され

ており、出版印刷物及び商業印刷物の製造販売を主な事業内容としております。当社グループの事業に係

わる位置づけは以下のとおりであります。 

  

 
  

事業の系統図は次のとおりとなります。 
  

 

  

2．企業集団の状況

印刷事業 

(出版印刷物・商業印刷物）

…… 当社が製造販売しております。 

なお、一部の作業工程について、連結子会社関西図書印刷㈱、図書製本㈱に

委託しております。

出版事業 …… 学校図書㈱は、教科書等を中心とした書籍の製造販売を行っております。
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当社グループは、「印刷技術を核とした情報産業の担い手としてあらゆるお客様に信頼され評価され

る企業経営を通して文化の向上と社会の発展に貢献します」という「企業理念」のもと、従業員一人一

人が情報産業の担い手として、常に「もの造り」の心と誠意を持ってお客様と接し『ベスト・パートナ

ー』として信頼していただけることを目指してまいります。 

当社グループは、売上高営業利益率及び売上高経常利益率を主たる経営指標としております。 

生産体制の見直しによる内製化や原価の一層の低減などにより、営業利益及び経常利益の確保に努め

てまいります。中長期的には、「ROA（総資本経常利益率）」や「ROE（自己資本利益率）」等の指標の

向上を通じて、企業価値の増大に努めていく所存であります。 

当社グループは、「ワンストップソリューション体制を実現し、価値創造企業へ転換する」との基本

方針のもと、「得意先バリューチェーンへのトータルサポート」を推進いたします。あわせて、業界に

おける顧客満足度ナンバーワン企業を目指し、「心をこめた作品づくり」を共通認識とする総合品質保

証体制の強化に努めてまいります。 

当社グループは、収益力の向上、品質保証体制の強化、社会の一員としての企業の社会的責任への取

り組みを推進することが最重要課題として認識しております。 

収益力の向上にあたっては、お客様のバリューチェーンに対する川上のコミュニケーション企画段階

から川下の物流までのワンストップ受注を推進するとともに、当社の持つ幅広い顧客基盤を活かした企

業間コラボレーションの促進や読者の立場に立った電子書籍拡販の仕組み作りなど事業領域の拡大に努

めてまいります。 

品質保証体制の強化にあたっては、総合品質保証に向け、お客様と営業、営業と企画、製造部門のコ

ミュニケーションの品質を磨くとともに、「もの造り」の心を現場に徹底してまいります。お客様のニ

ーズを的確にとらえた「作品」をつくり上げることで、お客様満足度ナンバーワン企業へと邁進いたし

ます。 

また、当社グループは、企業価値の向上を図るため、内部統制システムの整備や環境保護体制の強化

等ＣＳＲ経営を推し進めてまいります。 

該当事項はありません。 

3．経営方針

（1）会社の経営の基本方針

（2）目標とする経営指標

（3）中長期的な会社の経営戦略

（4）会社の対処すべき課題

（5）その他、会社の経営上重要な事項
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4．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,694 2,527

受取手形及び売掛金 17,707 18,174

有価証券 5,127 6,983

商品及び製品 171 209

仕掛品 1,117 1,111

原材料及び貯蔵品 273 334

繰延税金資産 373 358

その他 444 374

貸倒引当金 △152 △73

流動資産合計 28,757 30,000

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※１ 22,977 ※１ 23,042

減価償却累計額 △9,146 △10,097

建物及び構築物（純額） 13,830 12,945

機械装置及び運搬具 28,116 27,824

減価償却累計額 △23,343 △23,989

機械装置及び運搬具（純額） 4,772 3,835

工具、器具及び備品 1,660 1,580

減価償却累計額 △1,252 △1,300

工具、器具及び備品（純額） 408 280

土地 9,282 9,255

建設仮勘定 123 －

有形固定資産合計 28,417 26,316

無形固定資産

のれん 354 186

その他 282 186

無形固定資産合計 637 372

投資その他の資産

投資有価証券 2,505 2,649

繰延税金資産 1,947 1,853

その他 822 557

貸倒引当金 △309 △124

投資その他の資産合計 4,965 4,934

固定資産合計 34,020 31,624

資産合計 62,778 61,625
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,597 14,016

関係会社短期借入金 2,500 2,500

未払法人税等 83 177

未払消費税等 69 381

賞与引当金 574 691

役員賞与引当金 32 26

返品調整引当金 4 14

設備関係支払手形 1,104 155

資産除去債務 － 7

リース資産減損勘定 － 70

その他 3,810 1,902

流動負債合計 21,777 19,945

固定負債

長期借入金 800 800

退職給付引当金 3,732 3,726

役員退職慰労引当金 164 148

資産除去債務 － 75

その他 － 3

固定負債合計 4,696 4,753

負債合計 26,473 24,698

純資産の部

株主資本

資本金 13,898 13,898

資本剰余金 16,489 16,489

利益剰余金 6,017 6,584

自己株式 △157 △171

株主資本合計 36,248 36,801

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 23 88

その他の包括利益累計額合計 23 88

少数株主持分 31 36

純資産合計 36,304 36,927

負債純資産合計 62,778 61,625
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（2）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

売上高 59,387 58,756

売上原価 ※１ 50,716 ※１ 49,688

売上総利益 8,670 9,068

販売費及び一般管理費

運搬費 2,247 2,228

役員報酬及び給料手当 3,650 3,350

賞与引当金繰入額 195 230

役員賞与引当金繰入額 32 24

退職給付費用 105 158

役員退職慰労引当金繰入額 57 44

貸倒引当金繰入額 5 －

その他 2,633 2,338

販売費及び一般管理費合計 8,928 8,374

営業利益又は営業損失（△） △257 693

営業外収益

受取利息 37 32

受取配当金 267 304

設備賃貸料 13 18

その他 45 102

営業外収益合計 364 458

営業外費用

支払利息 36 30

損害賠償金 10 7

その他 2 15

営業外費用合計 49 53

経常利益 57 1,097

特別利益

固定資産売却益 ※２ 154 ※２ 1

投資有価証券売却益 － 30

貸倒引当金戻入額 77 124

特別利益合計 231 157

特別損失

固定資産除売却損 ※３ 515 ※３ 153

減損損失 ※４ 178 ※４ 91

会員権評価損 － 30

本社移転費用 265 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 75

環境対策費 － 63

その他 9 42

特別損失合計 969 457

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失
（△）

△680 797

法人税、住民税及び事業税 56 159

法人税等調整額 362 65

法人税等合計 418 224

少数株主損益調整前当期純利益 － 573

少数株主利益 2 5

当期純利益又は当期純損失（△） △1,101 567
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 連結包括利益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 573

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 64

その他の包括利益合計 － ※２ 64

包括利益 － ※１ 637

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 632

少数株主に係る包括利益 － 5
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 13,898 13,898

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,898 13,898

資本剰余金

前期末残高 16,491 16,489

当期変動額

自己株式処分差損 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 16,489 16,489

利益剰余金

前期末残高 7,291 6,017

当期変動額

剰余金の配当 △171 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,101 567

当期変動額合計 △1,273 567

当期末残高 6,017 6,584

自己株式

前期末残高 △147 △157

当期変動額

自己株式の取得 △15 △14

自己株式の処分 5 0

当期変動額合計 △9 △14

当期末残高 △157 △171

株主資本合計

前期末残高 37,533 36,248

当期変動額

自己株式処分差損 △1 △0

剰余金の配当 △171 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,101 567

自己株式の取得 △15 △14

自己株式の処分 5 0

当期変動額合計 △1,284 552

当期末残高 36,248 36,801
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △97 23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

120 64

当期変動額合計 120 64

当期末残高 23 88

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △97 23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

120 64

当期変動額合計 120 64

当期末残高 23 88

少数株主持分

前期末残高 30 31

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 5

当期変動額合計 1 5

当期末残高 31 36

純資産合計

前期末残高 37,466 36,304

当期変動額

自己株式処分差損 △1 △0

剰余金の配当 △171 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,101 567

自己株式の取得 △15 △14

自己株式の処分 5 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 122 69

当期変動額合計 △1,162 622

当期末残高 36,304 36,927
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△680 797

減価償却費 2,538 2,417

のれん償却額 168 168

退職給付引当金の増減額（△は減少） △102 △6

前払年金費用の増減額（△は増加） 6 3

賞与引当金の増減額（△は減少） △136 116

貸倒引当金の増減額（△は減少） △131 △263

受取利息及び受取配当金 △305 △336

支払利息 36 30

有形固定資産除売却損益（△は益） 361 151

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 75

環境対策費 － 63

投資有価証券売却損益（△は益） － △30

減損損失 178 91

会員権評価損 － 30

売上債権の増減額（△は増加） 1,249 △286

たな卸資産の増減額（△は増加） 182 △92

仕入債務の増減額（△は減少） △1,261 419

その他 196 145

小計 2,298 3,496

利息及び配当金の受取額 302 342

利息の支払額 △36 △30

法人税等の支払額 △234 △158

法人税等の還付額 92 111

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,422 3,761

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △8 △7

定期預金の払戻による収入 － 8

有価証券の取得による支出 △799 △606

有価証券の売却及び償還による収入 197 995

有形固定資産の取得による支出 △2,520 △3,115

有形固定資産の売却による収入 342 34

投資有価証券の取得による支出 △742 △903

投資有価証券の売却による収入 12 243

無形固定資産の取得による支出 △55 △16

貸付金の回収による収入 13 12

敷金及び保証金の回収による収入 234 44

その他 11 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,312 △3,319

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 800 －

長期借入金の返済による支出 △800 －

自己株式の取得による支出 △15 △1

自己株式の処分による収入 3 0

配当金の支払額 △173 △3

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △185 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,075 435

現金及び現金同等物の期首残高 8,990 7,914

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 7,914 ※１ 8,349
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該当事項はありません。 

子会社の数は３社（学校図書㈱、図書製本㈱、関西図書印刷㈱）で全て連結しております。 

なお、前連結会計年度まで連結子会社であった㈱クリエイティブ・センターは、当連結会計年度

において、当社と合併し解散したため、連結の範囲から除外しております。 

非連結子会社及び関連会社はありません。 

連結子会社の決算日は、全て連結決算日と一致しております。 

         時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部 

                   純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により 

                  算定しております。) 

         時価のないもの……移動平均法による原価法 

      ａ．有形固定資産（リース資産を除く） 

 建物(建物附属設備を除く）は定額法、建物以外は主として定率法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

          建物及び構築物………3～50年 

          機械装置及び運搬具…4～10年 

      ｂ．無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

      ｃ．リース資産  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっておりま

す。 

（5）継続企業の前提に関する注記

（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

２．持分法の適用に関する事項

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

４．会計処理基準に関する事項

     (1)重要な資産の評価基準及び評価方法

          ａ．有価証券

        満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)を採用しております。

        その他有価証券

     ｂ．たな卸資産

        製品・仕掛品…………主として売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価 

                  切下げの方法）

        原材料・貯蔵品………主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価  

                  切下げの方法）

     (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
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連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。 

のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間で償却することとしており

ます。 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資

からなっております。 

     (3)重要な引当金の計上基準

     ａ．貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率による計算額を計上し、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

     ｂ．賞 与 引 当 金 …… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

     ｃ．役員賞与引当金 …… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき、当連結会計年度に見合う額を計上してお

ります。

     ｄ．返品調整引当金 …… 出版物の返品による損失に備えるため、過去の返品率に

基づいて計上しております。

     ｅ．退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

     ｆ．役員退職慰労引当金 …… 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計上しております。

     (4)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

       消費税等の会計処理方法…税抜方式によっております。

   ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

   ６．のれんの償却方法

   ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
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「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

これにより、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益が72百万円減少しております。なお、営業利

益及び経常利益に与える影響は軽微であります。 

  

「企業結合に関する会計基準」等の適用 

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等に

係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計

基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16

号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

  

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26

日）に基づき、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）を

適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

  

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30

日）を適用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」

の前連結会計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載してお

ります。 

（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

表示方法の変更

追加情報
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（8）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

※１ 圧縮記帳

   過年度に取得した資産のうち国庫補助金等による

圧縮記帳額は建物について150百万円であり、連

結貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除して

おります。

※１ 圧縮記帳

同左   

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 当期製造費用に含まれる研究開発費は、143百万

円であります。

※１ 当期製造費用に含まれる研究開発費は、91百万円

であります。

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

土地 143百万円

その他 11百万円

計 154百万円
 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 1百万円

計 1百万円

 

※３ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 132百万円

機械装置及び運搬具 241百万円

その他 141百万円

計 515百万円
 

※３ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 57百万円

機械装置及び運搬具 66百万円

その他 29百万円

計 153百万円

 

※４ 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

用途 場所 種類 金額

遊休資産 東京都港区
建物及び
構築物

147百万円

遊休資産 兵庫県篠山市 土地 31百万円

計 178百万円

当社及び連結子会社は、原則として新聞印刷事業

とそれ以外の印刷事業ごと、遊休資産等について

はそれぞれ個別物件ごとにグルーピングを行い減

損損失の兆候を検討しております。

収益性の低下により回収可能価額が帳簿価額を下

回った資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しました。

土地は将来的にも有効利用が困難であると判断

し、回収可能価額まで減額したものであります。

回収可能価額は正味売却見込価額にて測定してお

り、売却可能価額をもとに算定しております。

それ以外の資産については、回収可能価額は使用

価値を零として測定しております。

 

※４ 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

用途 場所 種類 金額

遊休資産 静岡県沼津市 建物 1百万円

機械装置 18百万円

工具、器具

及び備品
0百万円

リース資産 70百万円

計 91百万円

当社及び連結子会社は、原則として新聞印刷事業

とそれ以外の印刷事業ごと、遊休資産等について

はそれぞれ個別物件ごとにグルーピングを行い減

損損失の兆候を検討しております。

取締役会にて設備の処分を決定したことに伴い、

遊休資産となる資産グループについて減損損失を

計上しております。当該設備は用途が限定された

専用設備のため正味売却価額は零として計上して

おります。
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当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

  

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 
  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    66,822株 

 単元未満株式の買い増し請求による減少 17,296株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

(連結包括利益計算書関係)

親会社株主に係る包括利益 △980百万円

少数株主に係る包括利益 2百万円

計 △978百万円

その他有価証券評価差額金 120百万円

計 120百万円

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 86,267,808 ― ― 86,267,808

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 456,316 66,822 17,296 505,842

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 171 2 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 所在不明株主の株式取得による増加   85,410株 

 単元未満株式の買取りによる増加    13,564株 

 単元未満株式の買い増し請求による減少  1,268株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 86,267,808 ― ― 86,267,808

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 505,842 98,974 1,268 603,548

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 171 2 平成23年３月31日 平成23年６月30日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,694百万円

有価証券 5,127百万円

計 8,821百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △8百万円

償還期間が３か月を超える債券等 △898百万円

現金及び現金同等物 7,914百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,527百万円

有価証券 6,983百万円

計 9,511百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △7百万円

償還期間が３か月を超える債券等 △1,153百万円

現金及び現金同等物 8,349百万円
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具

746 440 306

合計 746 440 306

１ リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具

404 264 70 69

合計 404 264 70 69

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 125百万円

１年超 180百万円

合計 306百万円

   (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定残高

１年以内 61百万円

１年超 78百万円

合計 140百万円

リース資産減損勘定残高 70百万円

   (注)      同左

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 140百万円

減価償却費相当額 140百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 125百万円

減価償却費相当額 125百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引（借主側）

   オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年以内 3百万円

１年超 4百万円

合計 7百万円

２ オペレーティング・リース取引（借主側）

   オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年以内 2百万円

１年超 0百万円

合計 2百万円
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連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等 
  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 親会社との取引については、当社と関連を有しない他の当事者との取引条件を参考に決定しております。 

２ 資金の借入については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。 

３ 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  

凸版印刷株式会社（東京証券取引所に上場） 

  

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等 
  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 親会社との取引については、当社と関連を有しない他の当事者との取引条件を参考に決定しております。 

２ 資金の借入については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。 

３ 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  

凸版印刷株式会社（東京証券取引所に上場） 

  

(関連当事者情報)

 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１ 関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

属性 名称 所在地
資本金 

(百万円)
事業の内容

議決権等
の被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

親会社 凸版印刷㈱
東京都 
台東区

104,986 印刷事業他
直接
51.8

転籍
３人 
兼任 
１人

印刷物の
受注発注 
資金の借入

営業取引
 加工受託

3,769
受取手形  
及び売掛金

429

営業取引以外
の取引
利息の支払

 
17

関係会社 
短期借入金
 

2,500
 

 

２ 親会社及び重要な連結会社に関する注記

親会社情報

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

１ 関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

属性 名称 所在地
資本金 

(百万円)
事業の内容

議決権等
の被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

親会社 凸版印刷㈱
東京都 
台東区

104,986 印刷事業他
直接
51.8

転籍
３人 
兼任 
１人

印刷物の
受注発注 
資金の借入

営業取引
 加工受託

4,329
受取手形  
及び売掛金

692

営業取引以外
の取引
利息の支払

 
18

関係会社 
短期借入金
 

2,500
 

 

２ 親会社及び重要な連結会社に関する注記

親会社情報
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動資産)

賞与引当金 232百万円

未払事業税 15百万円

不動産取得税 54百万円

その他 90百万円

連結修正項目

未実現利益 0百万円

   計 393百万円

評価性引当額 △13百万円

繰延税金資産小計 379百万円

(固定資産)

貸倒引当金 78百万円

退職給付引当金 1,493百万円

繰越欠損金 1,187百万円

その他 103百万円

連結修正項目

未実現利益 0百万円

   計 2,862百万円

評価性引当額 △818百万円

繰延税金資産小計 2,044百万円

繰延税金資産合計 2,424百万円

(流動負債)

連結修正項目

貸倒引当金の修正 6百万円

繰延税金負債小計 6百万円

(固定負債)

前払年金費用 23百万円

固定資産圧縮積立金 57百万円

その他 16百万円

繰延税金負債小計 96百万円

繰延税金負債合計 103百万円

繰延税金資産の純額 2,320百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動資産)

賞与引当金 278百万円

未払事業税 26百万円

その他 72百万円

連結修正項目

未実現利益 1百万円

  計 378百万円

評価性引当額 △13百万円

繰延税金資産小計 365百万円

(固定資産)

貸倒引当金 45百万円

会員権評価損 87百万円

退職給付引当金 1,493百万円

繰越欠損金 959百万円

その他 170百万円

  計 2,756百万円

評価性引当額 △762百万円

繰延税金資産小計 1,994百万円

繰延税金資産合計 2,359百万円

(流動負債)

連結修正項目

貸倒引当金の修正 7百万円

繰延税金負債小計 7百万円

(固定負債)

その他有価証券評価差額金 59百万円

前払年金費用 22百万円

固定資産圧縮積立金 49百万円

その他 8百万円

繰延税金負債小計 140百万円

繰延税金負債合計 147百万円

繰延税金資産の純額 2,211百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.2％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △9.4％

住民税均等割等 2.5％

評価性引当額 △20.6％

役員賞与引当金繰入額 1.2％

のれんの償却額 8.5％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.1％

(金融商品関係)

金融商品に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め、開示を省略しております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

１ 満期保有目的の債券(平成22年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

連結決算日に
おける時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの

150 150 0

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの

3,296 3,290 △5

合計 3,446 3,440 △5

２ その他有価証券(平成22年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの

株式 563 411 152

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 563 411 152

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

株式 375 487 △111

債券 206 206 △0

その他 1,929 1,929 ―

小計 2,511 2,623 △112

合計 3,074 3,034 40

３ 減損処理を行った有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理

を行い、投資有価証券評価損３百万円を計上しております。
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

１ 満期保有目的の債券(平成23年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

連結決算日に
おける時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの

851 854 2

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの

4,800 4,793 △6

合計 5,652 5,647 △4

２ その他有価証券(平成23年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの

株式 587 275 312

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 587 275 312

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

株式 443 606 △163

債券 7 7 △0

その他 1,831 1,831 ―

小計 2,281 2,444 △163

合計 2,869 2,720 148

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 44 30 ―

債券 198 ― ―

合計 243 30 ―

４ 減損処理を行った有価証券（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理

を行い、投資有価証券評価損２百万円を計上しております。
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当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

図書印刷企業年金基金：
 平成16年12月１日より厚生年金基金から確定
給付型の図書印刷企業年金基金に移行しまし
た。

 当該基金は退職金制度の57％相当分について
採用しております。

 なお、一部の従業員が凸版印刷㈱の確定給付
企業年金制度に加入しております。

退職一時金：
 退職金規程に基づく退職一時金制度を採用し
ております。

１ 採用している退職給付制度の概要

図書印刷企業年金基金：

同左

退職一時金：

同左

２ 退職給付債務及びその内訳

(1) 退職給付債務 △8,992百万円

(2) 年金資産 3,592百万円

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △5,399百万円

(4) 未認識数理計算上の差異 1,725百万円

(5) 貸借対照表計上額純額
 (3)＋(4)

△3,674百万円

(6) 前払年金費用 57百万円

(7) 退職給付引当金
(5)－(6)

△3,732百万円

２ 退職給付債務及びその内訳

(1) 退職給付債務 △8,788百万円

(2) 年金資産 3,464百万円

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △5,323百万円

(4) 未認識数理計算上の差異 1,652百万円

(5) 貸借対照表計上額純額
 (3)＋(4)

△3,671百万円

(6) 前払年金費用 54百万円

(7) 退職給付引当金
(5)－(6)

△3,726百万円

３ 退職給付費用の内訳

(1) 勤務費用 334百万円

(2) 利息費用 195百万円

(3) 期待運用収益 △79百万円

(4) 過去勤務債務の費用処理額 △128百万円

(5) 数理計算上の差異の費用処理 149百万円

(6) 従業員拠出額 △13百万円

(7) 臨時に支払った割増退職金 18百万円

(8) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)
＋(5)＋(6)＋(7)

474百万円  

３ 退職給付費用の内訳

(1) 勤務費用 387百万円

(2) 利息費用 153百万円

(3) 期待運用収益 △92百万円

(4) 数理計算上の差異の費用処理 168百万円

(5) 従業員拠出額 △13百万円

(6) 臨時に支払った割増退職金 19百万円

(7) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)
＋(5)＋(6)

621百万円

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 1.8％

(2) 期待運用収益率 主として2.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法
主として

期間定額基準

(4) 過去勤務債務の処理年数 ５年

(5) 数理計算上の差異の処理年数 15年

(注) 一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり

簡便法を採用しております。

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 1.8％

(2) 期待運用収益率 主として2.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法
主として

期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 15年

(注)         同左
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

(企業結合等関係)

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる

ため、開示を省略しております。

(資産除去債務関係)

資産除去債務に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる

ため、開示を省略しております。
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全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「印刷事

業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

  

当社は、本国以外の国又は地域に所在する支店及び連結子会社を有しないため、該当事項はあり

ません。 

  

当社及び連結子会社は、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

当社グループは、印刷事業及び出版事業を行っており、報告セグメントは連結業績に与える影響

を考慮して、印刷事業と出版事業としております。 

  

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の取引は、市場価格等に基づいております。 

  

(セグメント情報等)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

４ セグメント情報

５ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

 
  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日） 

 
  

６ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

(単位：百万円）

報告セグメント
調整額

連結
財務諸表 
計上額印刷事業 出版事業 合計

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 57,171 2,215 59,387 ― 59,387

(2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

603 ― 603 △603 ―

計 57,774 2,215 59,990 △603 59,387

セグメント利益 △304 77 △226 △30 △257

セグメント資産 62,708 1,486 64,195 △1,416 62,778

その他の項目

減価償却費 2,537 0 2,538 ― 2,538

のれんの償却額 144 ― 144 24 168

有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

3,389 0 3,390 ― 3,390

(単位：百万円）

報告セグメント
調整額

連結
財務諸表 
計上額印刷事業 出版事業 合計

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 55,892 2,863 58,756 ― 58,756

(2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

890 0 890 △890 ―

計 56,783 2,864 59,647 △890 58,756

セグメント利益 553 163 717 △23 693

セグメント資産 59,105 2,370 61,475 149 61,625

その他の項目

減価償却費 2,404 0 2,405 12 2,417

のれんの償却額 144 ― 144 24 168

有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

463 ― 463 ― 463
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(注)全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産であります。 

  

 
  

７ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する

事項)

(単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 59,990 59,647

セグメント間取引消去 △603 △890

連結財務諸表の売上高 59,387 58,756

(単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 △226 717

のれんの償却額 △24 △24

セグメント間取引消去 △6 0

連結財務諸表の営業利益 △257 693

(単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 64,195 61,475

全社資産 － 2,237

セグメント間取引消去 △1,416 △2,088

連結財務諸表の資産合計 62,778 61,625

(単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結 
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結 
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 2,538 2,405 － 12 2,538 2,417

のれんの償却額 144 144 24 24 168 168

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

3,390 463 ― ― 3,390 463
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製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一のため、記載を省略しております。 

  

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

８ 関連情報

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

1．製品及びサービスごとの情報

2．地域ごとの情報

９ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
連結 

財務諸表 
計上額印刷事業 出版事業 合計

減損損失 178 ― 178 ― 178

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
連結 

財務諸表 
計上額印刷事業 出版事業 合計

減損損失 91 ― 91 ― 91

図書印刷㈱（7913）　平成23年3月期決算短信

－31－



  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

（追加情報）  

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

１０ 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
連結 

財務諸表 
計上額印刷事業 出版事業 合計

当期償却額 144 ― 144 24 168

当期末残高 288 ― 288 66 354

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
連結 

財務諸表 
計上額印刷事業 出版事業 合計

当期償却額 144 ― 144 24 168

当期末残高 144 ― 144 42 186
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益金額又は当期期純損失金額の算定上の基礎 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 422円95銭 １株当たり純資産額 430円64銭

１株当たり当期純損失(△) △12円84銭 １株当たり当期純利益 6円61銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、当期純損失を計上しており、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

項目
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

当連結会計年度末
(平成23年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 (百万円) 36,304 36,927

普通株式に係る純資産額 (百万円) 36,272 36,890

差額の主要な内訳

 少数株主持分 (百万円) 31 36

普通株式の発行済株式数 (千株) 86,267 86,267

普通株式の自己株式数 (千株) 505 603

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) 85,761 85,664

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当期
純損失（△）

(百万円) △1,101 567

普通株式に係る当期純利益又は当期純損
失（△）

(百万円) △1,101 567

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
 (百万円)

― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 85,778 85,742

(重要な後発事象)

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,641 2,465

受取手形 7,801 8,016

売掛金 9,862 9,999

有価証券 5,127 6,983

商品及び製品 101 112

仕掛品 716 680

原材料及び貯蔵品 173 216

前払費用 32 33

関係会社短期貸付金 639 579

繰延税金資産 327 309

その他 321 260

貸倒引当金 △152 △75

流動資産合計 28,591 29,581

固定資産

有形固定資産

建物 20,624 20,524

減価償却累計額 △8,034 △8,855

建物（純額） 12,590 11,669

構築物 662 833

減価償却累計額 △433 △494

構築物（純額） 229 338

機械及び装置 27,890 27,608

減価償却累計額 △23,147 △23,796

機械及び装置（純額） 4,743 3,811

車両運搬具 185 176

減価償却累計額 △163 △160

車両運搬具（純額） 22 16

工具、器具及び備品 1,565 1,528

減価償却累計額 △1,179 △1,258

工具、器具及び備品（純額） 386 269

土地 9,281 9,254

建設仮勘定 123 －

有形固定資産合計 27,376 25,359

無形固定資産

のれん 288 144

商標権 1 1

ソフトウエア 216 128

施設利用権 47 45

無形固定資産合計 554 318
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 2,504 2,648

関係会社株式 229 152

関係会社長期貸付金 951 871

破産更生債権等 308 128

長期前払費用 4 5

前払年金費用 58 56

敷金及び保証金 313 292

繰延税金資産 1,689 1,648

その他 111 68

貸倒引当金 △309 △124

投資その他の資産合計 5,862 5,746

固定資産合計 33,792 31,425

資産合計 62,384 61,007

負債の部

流動負債

支払手形 10,223 10,579

買掛金 4,363 4,300

関係会社短期借入金 2,500 2,500

未払金 1,981 217

未払費用 1,281 1,181

未払法人税等 51 57

未払消費税等 － 343

前受金 32 16

預り金 60 68

賞与引当金 432 567

役員賞与引当金 17 21

資産除去債務 － 7

設備関係支払手形 1,104 155

リース資産減損勘定 － 70

その他 3 0

流動負債合計 22,051 20,086

固定負債

長期借入金 800 800

退職給付引当金 2,845 2,903

役員退職慰労引当金 109 88

関係会社事業損失引当金 899 832

資産除去債務 － 75

その他 － 3

固定負債合計 4,654 4,703

負債合計 26,705 24,789
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 13,898 13,898

資本剰余金

資本準備金 12,992 12,992

その他資本剰余金 3,496 3,496

資本剰余金合計 16,489 16,489

利益剰余金

利益準備金 604 604

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 85 74

別途積立金 5,640 5,640

繰越利益剰余金 △905 △406

利益剰余金合計 5,423 5,911

自己株式 △157 △171

株主資本合計 35,654 36,128

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 23 88

評価・換算差額等合計 23 88

純資産合計 35,678 36,217

負債純資産合計 62,384 61,007
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（２）損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 57,591 56,610

売上原価

製品期首たな卸高 155 101

当期製品製造原価 50,440 49,467

合計 50,596 49,568

製品期末たな卸高 101 112

製品売上原価 50,494 49,456

売上総利益 7,097 7,154

販売費及び一般管理費

運搬費 2,149 2,086

役員報酬及び給料手当 3,177 2,938

賞与引当金繰入額 158 195

役員賞与引当金繰入額 17 21

退職給付費用 105 141

役員退職慰労引当金繰入額 43 32

減価償却費 174 388

賃借料 429 254

貸倒損失 6 －

その他 1,306 828

販売費及び一般管理費合計 7,567 6,887

営業利益又は営業損失（△） △469 267

営業外収益

受取利息 32 24

有価証券利息 28 27

受取配当金 344 341

設備賃貸料 107 97

その他 39 100

営業外収益合計 551 591

営業外費用

支払利息 36 30

損害賠償金 10 7

その他 1 14

営業外費用合計 48 52

経常利益 33 805
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 154 1

投資有価証券売却益 － 30

関係会社事業損失引当金戻入額 43 66

抱合せ株式消滅差益 112 －

貸倒引当金戻入額 77 125

特別利益合計 387 224

特別損失

固定資産除売却損 513 152

減損損失 178 91

会員権評価損 － 30

本社移転費用 264 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 68

環境対策費 － 63

抱合せ株式消滅差損 － 35

その他 9 41

特別損失合計 966 483

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △545 546

法人税、住民税及び事業税 17 7

法人税等調整額 312 51

法人税等合計 330 58

当期純利益又は当期純損失（△） △875 487
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 13,898 13,898

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,898 13,898

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 12,992 12,992

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,992 12,992

その他資本剰余金

前期末残高 3,498 3,496

当期変動額

自己株式処分差損 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 3,496 3,496

資本剰余金合計

前期末残高 16,491 16,489

当期変動額

自己株式処分差損 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 16,489 16,489

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 604 604

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 604 604

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 26 85

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △1 △11

固定資産圧縮積立金の積立 60 －

当期変動額合計 59 △11

当期末残高 85 74

別途積立金

前期末残高 6,140 5,640

当期変動額

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 △500 －

当期変動額合計 △500 －

当期末残高 5,640 5,640
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 △298 △905

当期変動額

剰余金の配当 △171 －

固定資産圧縮積立金の取崩 1 11

固定資産圧縮積立金の積立 △60 －

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 500 －

当期純利益又は当期純損失（△） △875 487

当期変動額合計 △606 499

当期末残高 △905 △406

利益剰余金合計

前期末残高 6,471 5,423

当期変動額

剰余金の配当 △171 －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

固定資産圧縮積立金の積立 － －

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △875 487

当期変動額合計 △1,047 487

当期末残高 5,423 5,911

自己株式

前期末残高 △147 △157

当期変動額

自己株式の取得 △15 △14

自己株式の処分 5 0

当期変動額合計 △9 △14

当期末残高 △157 △171

株主資本合計

前期末残高 36,713 35,654

当期変動額

自己株式処分差損 △1 △0

剰余金の配当 △171 －

自己株式の取得 △15 △14

自己株式の処分 5 0

当期純利益又は当期純損失（△） △875 487

当期変動額合計 △1,058 473

当期末残高 35,654 36,128
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △97 23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

120 64

当期変動額合計 120 64

当期末残高 23 88

評価・換算差額等合計

前期末残高 △97 23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

120 64

当期変動額合計 120 64

当期末残高 23 88

純資産合計

前期末残高 36,616 35,678

当期変動額

自己株式処分差損 △1 △0

剰余金の配当 △171 －

自己株式の取得 △15 △14

自己株式の処分 5 0

当期純利益又は当期純損失（△） △875 487

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 120 64

当期変動額合計 △937 538

当期末残高 35,678 36,217
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該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記
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